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新 都 市 整 備 事 業 会 計               

 

１ 業 務 実 績        

 ⑴ 業務量の推移        

   業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

   当年度の買収面積は４万５千㎡で，前年度に比べ８万３千㎡減少している。これは，「西神住宅第

２団地」の拡張区域における買収面積が減少したことによる。 

   また，当年度の造成面積は９４万１千㎡で，前年度に比べ６万７千㎡増加している。これは，宅

地での造成面積が減少したものの，埋立地及び産業団地での造成面積が増加したことによる。 

   当年度の売却契約面積は１２万３千㎡，売却契約金額は１７６億円で，前年度に比べ面積は１４

万３千㎡減少し，金額は３１億５千万円減少している。 

 

(単位　比率：％）

単位

千㎡ 45 △ 83 △ 64.8 128 △ 402 △ 75.8

千㎡ 941 67 7.7 874 306 53.9

面 積 千㎡ 123 △ 143 △ 53.8 266 203 322.2

金 額 百万円 17,603 △ 3,153 △ 15.2 20,756 11,956 135.9

人 177 △ 4 △ 2.2 181 △ 1 △ 0.5

損益勘定支弁職員 人 45 0 0.0 45 6 15.4

資本勘定支弁職員 人 132 △ 4 △ 2.9 136 △ 7 △ 4.9

　　あげており，割賦基準面積及び収入とは異なる。

備考：　売却契約は土地売却収益に係るもので，契約年度に契約面積及び契約金額の全体を

買 収 面 積

造 成 面 積

売 却 契 約

職 員 数

対前年度
増 減 率

第　１　表　　　業　　務　　量　　の　　比　　較 

項　　　目

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

実　　数
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

実　　数
対前年度
増  　減

 

 

 ⑵ 用地買収及び土地造成 

   用地買収及び土地造成の状況をみると，第２表のとおりである。 

  ア 埋  立  地 

    「ポートアイランド（第２期）」では１万１千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は３８７万㎡

（進捗率９９．２％）となっている。「ポートアイランド沖」では埋立工事を進め，６６万３千㎡

を造成した。 

  イ 宅 地        

    「西神住宅第２団地」は，当年度４万５千㎡を買収し，当年度末の買収済面積は４１３万８千

㎡（進捗率９９．８％）となっている。また，４万４千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は 

   ２３１万７千㎡（進捗率５５．９％）となっている。 
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  ウ 産 業 団 地        

「神戸複合産業団地」は，当年度２２万３千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は８８万１千

㎡（進捗率３２．６％）となっている。 

 

全　体 計　画 平成14 平成15 計 進捗率 平成14 平成15 計 進捗率

計　画 年　度 年　度 年　度 年　度

面　積 人　口 ま　で ま　で

（A) (B) (C) (D=B+C) (D/A×100) (E) (F) (G=E+F) (G/A×100)

6,620 30,000 － － － － － 4,238 674 4,912 74.2

ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ (第２期） 3,900 － S61～H17 － － － － 3,859 11 3,870 99.2

ポートアイランド沖 2,720 － H11～H18 － － － － 379 663 1,042 38.3

14,452 119,100 － 14,396 45 14,441 99.9 11,752 44 11,796 81.6

西 神 住 宅 団 地 6,342 61,000 S46～H16 6,339 － 6,339 * 100.0 5,765 － 5,765 90.9

西 神 住 宅 第 ２ 団 地 4,145 31,000 S55～H19 4,093 45 4,138 99.8 2,273 44 2,317 55.9

神 戸 研 究 学 園 都 市 3,032 20,000 S55～H16 3,032 － 3,032 100.0 2,994 － 2,994 98.7

ひよどり台第２期住宅団地 283 2,000 S55～H20 283 － 283 100.0 80 － 80 28.3

押 部 谷 第 ２ 団 地 650 5,100 S52～H17 650 － 650 * 100.0 640 － 640 98.5

3,830 － － 3,828 － 3,828 99.9 1,621 223 1,844 48.1

神 戸 複 合 産 業 団 地 2,700 － H 3～H19 2,698 － 2,698 99.9 658 223 881 32.6

神 戸 流 通 業 務 団 地 1,130 － S50～H16 1,130 － 1,130 100.0 963 － 963 85.2

24,902 149,100 － 18,224 45 18,269 － 17,611 941 18,552 －

備考： 買収面積及び造成面積の進捗率は百分率で表示し，小数点以下第２位を四捨五入している。従って進捗率が100.0％

     であっても，＊を付したものは全体計画面積に対する執行の完了を意味しない。

埋 立 地

宅 地

産 業 団 地

合　　　　計

第　２　表　　用地買収及び土地造成の状況

(単位　面積：千㎡，人口：人，比率：％）

項　　　　目

買　収　面　積 造　成　面　積

事 業

年 度

 

⑶ 土地の売却状況 

   土地の売却状況をみると，第３表のとおりである。 

  ア 埋 立 地        

「ポートアイランド（第２期）」は，当年度９千㎡（５件），２９億４，０２８万円の売却契

約を締結し，当年度末の売却契約済面積は１３万１千㎡（売却率６．９％）となっている。 

「ポートアイランド沖」は，当年度１万１千㎡（１件），２９億７，０００万円の売却契約を

締結した（売却率８．８％）。 

  イ 宅 地        

    「西神住宅団地」は，当年度２万８千㎡（２２件），３５億５，３７４万円の売却契約を締結し，

当年度末の売却契約済面積は３７３万７千㎡（売却率９１．４％）となっている。 

    「西神住宅第２団地（サイエンスパークを含む「ウ産業団地」参照）」は，当年度６万１千㎡ 

（３１件），６５億６，９６１万円の売却契約を締結し，当年度末の売却契約済面積は１１６万㎡

（売却率５１．８％）となっている。 
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    「神戸研究学園都市」は，当年度７千㎡（２１件），１０億６，５４３万円の売却契約を締結し，

当年度末の売却契約済面積は１６６万２千㎡（売却率８８．９％）となっている。 

    「ひよどり台第２期住宅団地」は，当年度より住宅用地の処分を開始し６千㎡（２件），４億 

２，７７０万円の売却契約を締結し，当年度末の売却契約済面積は７千㎡（売却率５．８％）と

なっている。 

  ウ 産 業 団 地 

    「西神住宅第２団地」内のサイエンスパークにおいて，当年度３万４千㎡（２件），３４億 

５，１１０万円の売却契約を締結した。 

「神戸複合産業団地」は，当年度１千㎡（１件），７，６５５万円の売却契約を締結し，当年度

末の売却契約済面積は２５万２千㎡（売却率１４．６％）となっている。 

  エ そ の 他 

    土地の売却に加えて，「新たなインセンティブ策」による賃貸として，「ポートアイランド（第

２期）」において８千㎡（３件），「神戸複合産業団地」において４万２千㎡（４件）の契約を

締結した。 

売 却 平成14年度 売 却 売 却 率

可 能 ま で の 契 約 済

面 積 契 約 済 面積 件数 金　額 面 積

（計画） 面 積 平成15年度 平成16年度

(A) (B) (C) 収 入 以 降 収 入 (D=B+C) (D/A×100)

7,054 2,259 20 6 5,910,286 4,339,344 1,570,942 2,279 32.3

ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ
( 第 2 期 )

1,902 122 9 5 2,940,286 1,369,344 1,570,942 131 6.9

ポートアイランド沖 2,362 196 11 1 2,970,000 2,970,000 － 207 8.8

六 甲 ア イ ラ ン ド 2,790 1,941 － － － － － 1,941 69.6

8,645 6,722 102 76 11,616,482 8,325,525 3,290,957 6,824 78.9

西 神 住 宅 団 地 4,089 3,709 28 22 3,553,741 2,052,444 1,501,297 3,737 91.4

西神住宅第２団地 2,240 1,099 61 31 6,569,611 5,336,274 1,233,338 1,160 51.8

神戸研究学園都市 1,870 1,655 7 21 1,065,430 894,037 171,393 1,662 88.9

ひよどり台第２期住宅
団 地

120 1 6 2 427,700 42,770 384,930 7 5.8

押 部 谷 第 ２ 団 地 326 258 － － － － － 258 79.1

2,347 840 1 1 76,555 76,555 － 841 35.8

神戸複合産業団地 1,729 251 1 1 76,555 76,555 － 252 14.6

神戸流通業務団地 618 589 － － － － － 589 95.3

18,046 9,821 123 83 17,603,323 12,741,423 4,861,899 9,944 55.1

第　３　表　　土　地　の　売　却　状　況

項　　　　目

当　年　度　売　却　契　約

左　の　内　訳

合　　　　計

（単位　面積：千㎡，金額：千円，比率：％）

　　　42千㎡がある

備考：上記以外に新たなインセンティブ策による賃貸として，ポートアイランド(第２期)　8千㎡，神戸複合産業団地  

埋 立 地

宅 地

産 業 団 地
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２ 予算の執行状況 

 ⑴ 収 益 的 収 支        

   収益的収支の執行状況をみると，第４表のとおりである。 

   収益的収入は，予算額２７８億３００万円に対して，決算額２３６億２，４７３万円で，執行率

は８５．０％となっている。これは主として，土地売却収益が予定を下回ったことによるものであ

る。 

   収益的支出は，予算額２６１億２，２００万円に対して，決算額２１２億３，０９７万円で，執 

  行率は８１．３％となっている。これは主として，土地売却収益が予定を下回ったことに伴い 

  土地売却原価が減少したことによるものである。 

 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 27,803,000 100.0 23,624,732 100.0 △ 4,178,268 85.0

(1) 25,288,000 91.0 20,582,793 87.1 △ 4,705,207 81.4

(2) 2,515,000 9.0 3,041,939 12.9 526,939 121.0

1 26,122,000 100.0 21,230,978 100.0 4,891,022 81.3

(1) 25,885,000 99.1 21,160,598 99.7 4,724,402 81.7

(2) 168,000 0.6 70,380 0.3 97,620 41.9

(3) 69,000 0.3 － － 69,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

新 都 市 整 備 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

新 都 市 整 備 事 業 費

第　４　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
（ B/A ×

100)

 

 ⑵ 資 本 的 収 支            

   資本的収支の執行状況をみると，第５表のとおりである。 

   当年度の資本的収入の決算額は３９２億７，１３７万円で，これに対し，資本的支出の決算額は 

５４６億９，６４１万円となっている。資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当す

る額４億８，４６３万円を除く）が資本的支出額（前年度繰越工事費のうち，１４年度中に収入し 

た額８億４，６６６万円を除く）に不足する額１５０億６，３００万円は，損益勘定留保資金 

１３７億１，１９７万円及び減債積立金１３億５，１０３万円で補てんしている。 

  ア 資 本 的 収 入        

    資本的収入は，予算額４３６億９，９４６万円に対して，決算額３９２億７，１３７万円で，

執行率は８９．９％となっている。これは主として，建設改良費に不用額を生じ企業債収入が減   

少したことによる。 
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以下，各項目別に決算状況を述べる。 

    「企業債」は３１７億５，３８３万円で，主として「ポートアイランド沖」及び「神戸複合産

業団地事業」に係るものである。 

    「財産収入」は１億７，２７１万円で，新都市整備事業基金運用益である。 

    「受託工事収入」は１９億４，３５３万円で，主として住宅団地及び産業団地とその周辺の河

川，街路及び下水道等の公共事業工事を受託したものである。 

    「雑収入」は５４億１２９万円で，その内訳は有償移管代金，貸地料及び建設残土処分料等の

雑入５１億１，０２９万円並びに株式会社神戸ニュータウン開発センター（以下「開発センター」

という。）からの貸付金返還金２億９，１００万円となっている。 

  イ 資 本 的 支 出            

    資本的支出は，予算額６４５億６，７００万円に対して，決算額５４６億９，６４１万円で，

執行率は８４．７％となっている。 

    以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

   (ｱ) 建 設 改 良 費            

     建設改良費は５０１億５，１１３万円で，資本的支出の９１．７％を占めている。翌年度へ 

    の繰越額１１億２００万円及び不用額７７億３，６８６万円を生じたため，執行率は 

    ８５．０％となっている。 

    ａ 土地造成事業費 

      「ポートアイランド（第２期）事業費」は３６億９，５４６万円で，主な内訳は港湾事業

等の負担金及び分担金２３億５，３５６万円，下水道等の附帯工事費４億３，２２８万円及

び道路費４億１，７５１万円である。なお，工程調整により翌年度繰越額４，０００万円等

を生じたため，執行率は９４．５％となっている。 

      「ポートアイランド沖事業費」は２２２億６，０８１万円で，主な内訳は埋立費１４３億

１，１８３万円及び橋梁費６０億７，３４１万円である。なお，工程調整により翌年度繰越

額４億８，５００万円及び整備時期の変更等により不用額１７億６，０１８万円を生じたた

め，執行率は９０．８％となっている。 

「西神住宅団地事業費」は７億５７２万円で，主な内訳は宅地造成費２億７，６３６万円，

公園緑地費１億１，５１７万円及び上下水道の附帯工事費１億８１１万円である。なお，整

備時期の変更等により不用額３億３２７万円を生じたため，執行率は６９．９％となってい

る。 

      「西神住宅第２団地事業費」は４９億９，２４９万円で，主な内訳は公園緑地費１１億 

９，７３６万円，宅地造成費９億２，４３５万円及び道路費５億７，９４９万円である。な

お，工程調整により翌年度繰越額２億２，７００万円及び整備時期の変更等により不用額 
２１億４５０万円を生じたため，執行率は６８．２％となっている。 
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      「神戸複合産業団地事業費」は７４億９，０５４万円で，主な内訳は宅地造成費５８億 

２，０８６万円である。なお，工程調整により翌年度繰越額１，６００万円及び整備時期

の変更等により不用額１６億３，２４５万円を生じたため，執行率は８２．０％となって

いる。 

    ｂ 関 連 事 業 費        

      関連事業費は，各事業に係る共通経費で９６億１，８８８万円となっている。 

      「職員費」は１４億４，４６８万円で，資本勘定支弁職員に係る人件費等である。 

      「建設利息及企業債取扱諸費」は５６億８，９９７万円で，企業債に係る支払利息及び取 

     扱諸費である。 

      「宅地関連公共施設等整備費」は２４億２，６４６万円で，各団地に共通して必要な公共

施設の整備費等で，道路移管負担金及び明石川改修等である。なお，工程調整により翌年度

繰越額６，４００万円等を生じたため，執行率は９１.４％となっている。 

「返還土地」は５，５２８万円で解約による土地の買戻し等に係る経費等である。 

    ｃ 完成土地整備費 

 完成土地整備費３億５，９３３万円は事業完了地区における改良費及び維持費等で，主な

内訳はポートアイランド整備１億２，２７６万円及び須磨名谷地区整備１億６５７万円であ 

る。なお，工程調整により翌年度繰越額５，０００万円及び工事執行の減等により不用額 

３億９，０６６万円を生じたため，執行率は４４．９％となっている。 

   (ｲ) 投 資        

     投資は１７億４，０３８万円で，主な内訳は基金造成費３，１４６万円，開発センター等へ

の長期貸付金４億４，３００万円及び空港整備事業会計への他会計貸付金１２億６，５９１万

円である。 

   (ｳ) 企業債償還金        

     企業債償還金は２８億４８９万円である。 
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(単位　金額：千円，比率：％）

1 43,699,460 100.0 39,271,378 100.0 484,636 △ 4,428,082 89.9

(1) 36,000,000 82.4 31,753,835 80.9 484,636 △ 4,246,165 88.2

(2) 741,000 1.7 172,710 0.4 － △ 568,290 23.3

(3) 1,860,460 4.3 1,943,539 4.9 － 83,079 104.5

(4) 5,098,000 11.7 5,401,295 13.8 － 303,295 105.9

1 64,567,000 100.0 54,696,412 100.0 1,102,000 8,768,588 84.7

(1) 58,990,000 91.4 50,151,135 91.7 1,102,000 7,736,865 85.0

ア 47,257,000 73.2 40,172,916 73.4 988,000 6,096,084 85.0

(ｱ) ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ(第2期)事業費 3,912,000 6.1 3,695,463 6.8 40,000 176,537 94.5

(ｲ) ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 沖 事 業 費 24,506,000 38.0 22,260,816 40.7 485,000 1,760,184 90.8

(ｳ) 六 甲 ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 事 業 費 547,000 0.8 552,431 1.0 － △ 5,431 101.0

(ｴ) 西 神 住 宅 団 地 事 業 費 1,009,000 1.6 705,722 1.3 － 303,278 69.9

(ｵ) 西 神 住 宅 第 2 団 地 事 業 費 7,324,000 11.3 4,992,497 9.1 227,000 2,104,503 68.2

(ｶ) 神 戸 研 究 学 園 都 市 事 業 費 139,000 0.2 80,911 0.1 － 58,089 58.2

(ｷ) ひよどり台第2期住宅団地事業費 609,000 0.9 376,208 0.7 220,000 12,792 61.8

(ｸ) 押 部 谷 第 2 団 地 事 業 費 13,000 0.0 1,865 0.0 － 11,135 14.3

(ｹ) 神 戸 複 合 産 業 団 地 事 業 費 9,139,000 14.2 7,490,541 13.7 16,000 1,632,459 82.0

(ｺ) 神 戸 流 通 業 務 団 地 事 業 費 59,000 0.1 16,461 0.0 － 42,539 27.9

イ 10,933,000 16.9 9,618,888 17.6 64,000 1,250,112 88.0

(ｱ) 職 員 費 1,472,000 2.3 1,444,685 2.6 － 27,315 98.1

(ｲ) 建設利息及企業債取扱諸費 6,702,000 10.4 5,689,976 10.4 － 1,012,024 84.9

(ｳ) 宅地関連公共施設等整備費 2,655,000 4.1 2,426,468 4.4 64,000 164,532 91.4

(ｴ) 返 還 土 地 100,000 0.2 55,281 0.1 － 44,719 55.3

(ｵ) そ の 他 雑 支 出 4,000 0.0 2,478 0.0 － 1,522 62.0

ウ 800,000 1.2 359,332 0.7 50,000 390,668 44.9

(2) 2,672,000 4.1 1,740,384 3.2 － 931,616 65.1

ア 571,000 0.9 31,469 0.1 － 539,531 5.5

イ 443,000 0.7 443,000 0.8 － 0 100.0

ウ 1,658,000 2.6 1,265,915 2.3 － 392,085 76.4

(3) 2,805,000 4.3 2,804,893 5.1 － 107 100.0

(4) 100,000 0.2 － － － 100,000 －

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

土 地 造 成 事 業 費

関 連 事 業 費

完 成 土 地 整 備 費

予 備 費

投 資

基 金 造 成 費

企 業 債 償 還 金

長 期 貸 付 金

他 会 計 貸 付 金

受 託 工 事 収 入

雑 収 入

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

構 成
比 率

資 本 的 収 入

企 業 債

財 産 収 入

第　５　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

 

３ 経 営 成 績 

 ⑴ 損 益 状 況 

   損益状況の推移をみると，第６表のとおりである。 

   当年度は，収益２３３億３，０８０万円に対し費用２０８億９，２２６万円で，差引２４億 

  ３，８５３万円の経常利益となっている。これに前年度繰越利益剰余金を加えた当年度未処分利益

剰余金は２４億３，８８５万円となっている。 
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前年度と比べると，収益が１３億７，９７１万円（５．６％）減少し，費用が１２億 

２，１６４万円（５．５％）減少した結果，経常利益は１億５，８０６万円（６．１％）減少して

いる。 

   営業収支比率は前年度に比べ０．４ポイント上昇し９７．３％となっているが，経常収支比率は

前年度と同率で１１１．７％となっている。 

 ⑵ 収     益 

  ア 営 業 収 益 

    営業収益は２０３億９８３万円で，前年度に比べ１１億５１５万円（５．２％）減少している。 

    「土地売却収益」は１４８億５，０６９万円で，収益の６３．７％を占めている。その主な内

訳は，「西神住宅第２団地」５６億７，８１６万円，「西神住宅団地」３２億３，８６０万円，「ポ

ートアイランド沖」２９億７，０００万円，「神戸研究学園都市」１４億４，０３４万円及び「ポ

ートアイランド（第２期）」１３億９，０７４万円であり，前年度に比べ４９億５，４９５万円 

（２５．０％）減少している。 

    「受託工事収益」は５４億５，９１４万円で，地盤改良工事及びエプロン舗装工事等を受託し

たものであり，前年度に比べ３８億４，９７９万円（２３９．２％）増加している。 

  イ 営 業 外 収 益        

    営業外収益は３０億２，０９６万円で，前年度に比べ２億７，４５５万円（８．３％）減少し

ている。 

    「受取利息及配当金」１億３，０７２万円は，長期貸付金の利息及び資金運用に伴う預金利息 

   である。 

    「雑収益」２８億９，０２４万円は，貸地料及び未利用地等の土地売却益等であり，土地売却

の減等により，前年度に比べ２億７，９７８万円（８．８％）減少している。 

 ⑶ 費     用 

  ア 営 業 費 用 

    営業費用は２０８億７，７３１万円で，前年度に比べ１２億２，０９３万円（５．５％）減少

している。 

    「土地売却原価」１４５億８１２万円は，当年度土地売却収益に計上した土地に係る売却   

原価を計上するものであり，費用の６９．４％を占めている。土地売却収益が減少したことに伴

い前年度に比べ４９億９，２９２万円（２５．６％）減少している。 

    「受託工事費」５４億６，００４万円は，受託工事収益に対応するものであり，前年度に比べ

３８億４，９７６万円（２３９．１％）増加している。 

    「一般管理費」８億７，７１６万円は，損益勘定支弁職員に係る人件費及び宅地等の販売に係 

る物件費等であり，宅地等の販売に係る物件費の減等により，前年度に比べ１億９２０万円 

（１１．１％）減少している。 



 － 50 －

  イ 営 業 外 費 用            

    営業外費用は全額「雑支出」で，１，４９５万円となっており，主として収益的収支に係る控

除対象外消費税である。 

 

(A) 23,330,805 100.0 △ 1,379,715 △ 5.6 24,710,520 100.0 12,762,331 106.8

(a) 20,309,836 87.1 △ 1,105,159 △ 5.2 21,414,995 86.7 12,977,492 153.8

土 地 売 却 収 益 14,850,693 63.7 △ 4,954,951 △ 25.0 19,805,644 80.2 11,495,082 138.3

受 託 工 事 収 益 5,459,143 23.4 3,849,792 239.2 1,609,351 6.5 1,482,410 ほぼ皆増

3,020,969 12.9 △ 274,555 △ 8.3 3,295,524 13.3 △ 215,162 △ 6.1

受 取 利 息 及 配 当 金 130,724 0.6 5,231 4.2 125,493 0.5 △ 34,585 △ 21.6

雑 収 益 2,890,245 12.4 △ 279,786 △ 8.8 3,170,031 12.8 △ 180,577 △ 5.4

(B) 20,892,267 100.0 △ 1,221,649 △ 5.5 22,113,916 100.0 12,133,400 121.6

(b) 20,877,313 99.9 △ 1,220,935 △ 5.5 22,098,248 99.9 12,148,712 122.1

土 地 売 却 原 価 14,508,125 69.4 △ 4,992,923 △ 25.6 19,501,048 88.2 11,464,738 142.7

受 託 工 事 費 5,460,043 26.1 3,849,769 239.1 1,610,274 7.3 1,483,239 ほぼ皆増

一 般 管 理 費 877,166 4.2 △ 109,205 △ 11.1 986,371 4.5 △ 799,672 △ 44.8

減 価 償 却 費 31,979 0.2 31,424 ほぼ皆増 555 0.0 408 277.6

14,955 0.1 △ 714 △ 4.6 15,669 0.1 △ 15,311 △ 49.4

雑 支 出 14,955 0.1 △ 714 △ 4.6 15,669 0.1 △ 15,311 △ 49.4

2,438,538 － △ 158,065 △ 6.1 2,596,603 － 628,930 32.0

313 － △ 397 △ 55.9 710 － 673 ほぼ皆増

2,438,851 － △ 158,462 △ 6.1 2,597,313 － 629,603 32.0

97.3 － 0.4 － 96.9 － 12.1 －

111.7 － 0.0 － 111.7 － △ 8.0 －

(単位　金額：千円，比率：％)

当年度未処分利益剰余金(C+D)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

営 業 費 用

営 業 外 費 用

当年度純損益(経常損益)(C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 (D)

金   額

費 用

収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

構成比率
対前年度
増　  減

第　６　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　 の　　　比　　　較

項              目

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

金   額
対前年度
増 減 率

構成比率
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

 

 ⑷ 土地売却収益と土地売却原価 

    当年度の土地売却収益と土地売却原価を比較すると，第７表のとおりである。 

   土地売却収益１４８億５，０６９万円に対して，土地売却原価１４５億８１２万円で，３億 

４，２５６万円の粗利益となっている。 

    粗利益の主な内訳は，「西神住宅第２団地」２億４６７万円，「西神住宅団地」６，１７１万円

及び「ポートアイランド（第２期）」５，３４９万円である。 
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(単位　面積：千㎡，金額：千円，比率：％）

15年度 14年度

4 1,390,744 1,337,254 53,490 4.0 4.0

11 2,970,000 2,970,000 0 0.0 0.0

19 3,238,608 3,176,894 61,714 1.9 2.9

52 5,678,166 5,473,489 204,677 3.7 1.2

9 1,440,349 1,422,771 17,578 1.2 4.0

1 42,770 41,125 1,645 4.0 －

1 90,055 86,591 3,464 4.0 4.0

97 14,850,693 14,508,125 342,568 2.4 1.6

第　７　表　　土地売却収益と土地売却原価の比較

西 神 住 宅 団 地

利益率
(C/B×100)

土地売却原価

（Ｂ）

土 地 売 却

面 積

土地売却収益

（Ａ）

粗利益

(C=A-B)

ポート アイ ラン ド（ 第２ 期）

ポ ー ト ア イ ラ ン ド 沖

項　　　目

神 戸 研 究 学 園 都 市

合　　　計

神 戸 複 合 産 業 団 地

西 神 住 宅 第 ２ 団 地

ひ よ ど り 台 第 ２ 期 住 宅 団 地

 

 

４ 財 政 状 態 

  平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第８表のとおりである。 

  以下，主な項目について述べる。 

 ⑴ 資     産 

   資産総額は５，２８９億１，９２２万円で，前年度末に比べ２１７億１１７万円（４．３％）増

加している。 

  ア 固 定 資 産 

    固定資産は１，３６９億７，７９６万円で，前年度末に比べ１３億９，７９２万円（１．０％） 

   増加している。これは主として，投資において「他会計貸付金」が１２億６，５９１万円増加し

たことによる。 

  イ 土地造成勘定        

    土地造成勘定３，３３８億２，４５２万円は，未売却の土地等に係る事業費の執行総額であり， 

   前年度末に比べ２８８億４，２８２万円（９．５％）増加している。 

   (ｱ) 完 成 土 地 

     完成土地７９億９，６５２万円は，造成事業完了地区における未売却の土地及び契約解除に 

より返還された土地であり，前年度と同額である。 

   (ｲ) 未 成 土 地 

     未成土地３，２５８億２，８００万円は，造成事業が継続中の地区における未売却の土地及 

び契約解除により返還された土地であり，前年度末に比べ２８８億４，２８２万円（９．７％） 

増加している。 

   



 － 52 －

ウ 流 動 資 産 

    流動資産は５８１億１，６７２万円で，前年度末に比べ８５億３，９５７万円（１２．８％） 

   減少している。これは主として，「現金預金」が減少したことによる。 

 ⑵ 負     債 

   負債総額は１，０４０億１，０１７万円で，前年度末に比べ８６億６，３９３万円（７．７％）

減少している。 

  ア 固 定 負 債 

    固定負債は７８４億３，３９７万円で，前年度末に比べ２億３，０３５万円（０．３％）増加

している。 

(ｱ) 調 整 勘 定 

調整勘定７７７億４，９９１万円は，将来発生する改良費及び維持費等の財源として積み立

てている勘定であり，７億９万円を取り崩したものの，７億８，１３８万円を積み立てたため，

前年度末に比べ８，１２９万円（０．１％）増加している。 

(ｲ) 退職給与引当金 

 退職給与引当金は６億８，４０５万円で，前年度末に比べ１億４，９０５万円（２７．９％）

増加している。 

  イ 流 動 負 債 

    流動負債は２５５億７，６２０万円で，前年度末に比べ８８億９，４２９万円（２５．８％） 

   減少している。これは主として「未払金」が減少したことによる。 

 ⑶ 資     本 

   資本総額は４，２４９億９０４万円で，前年度末に比べ３０３億６，５１１万円（７．７％） 

  増加している。 

  ア 資 本 金          

    資本金は３，８１６億３６万円で，前年度末に比べ３０４億４，６１３万円（８．７％）増加

している。 

   (ｱ) 自 己 資 本 金            

     自己資本金は４８９億２，３００万円で，前年度末に比べ１３億５，１０３万円（２．８％）    

増加している。これは，企業債償還に充てるため取り崩した減債積立金を自己資本金に組み入 

    れたことによる。 

   (ｲ) 借 入 資 本 金        

     借入資本金は３，３２６億７，７３６万円で，前年度末に比べ２９０億９，５１０万円 

     （９．６％）増加している。これは当年度，企業債を２８億４８９万円償還したものの，新た

に３１９億円発行したことによる。 
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  イ 剰  余  金   

     剰余金は４３３億８６８万円で，前年度末に比べ８，１０２万円（０．２％）減少している。 

   (ｱ) 資 本 剰 余 金          

     資本剰余金は３６９億３，９８３万円で，前年度末に比べ３，１４６万円（０．１％）増加 

    している。これは基金収入から公共的施設の運営に必要な経費を控除したもの等を新都市整備

事業基金へ積み立てたことにより「その他資本剰余金」が増加したことによる。 

   (ｲ) 利 益 剰 余 金          

     利益剰余金は６３億６，８８５万円で，前年度末に比べ１億１，２４９万円（１．７％）減

少している。これは当年度純利益２４億３，８５３万円を計上したものの，前年度の未処分利 

益剰余金から一般会計に１２億円を繰り出すとともに，減債積立金１３億５，１０３万円全額

を取り崩したことによる。 
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528,919,220 100.0 507,218,041 100.0 21,701,179 4.3

Ⅰ 136,977,967 25.9 135,580,039 26.7 1,397,928 1.0

1 1,433,577 0.3 1,463,771 0.3 △ 30,194 △ 2.1

(1) 1,190,643 0.2 1,190,643 0.2 0 0.0

(2) 133,441 0.0 144,900 0.0 △ 11,459 △ 7.9

(3) 104,774 0.0 124,248 0.0 △ 19,474 △ 15.7

(4) 4,719 0.0 3,980 0.0 739 18.6

２ 1,795 0.0 1,795 0.0 0 0.0

(1) 1,795 0.0 1,795 0.0 0 0.0

３ 135,542,595 25.6 134,114,474 26.4 1,428,121 1.1

(1) 780,000 0.1 780,000 0.2 0 0.0

(2) 126,387,374 23.9 126,355,905 24.9 31,469 0.0

(3) 5,979,000 1.1 5,827,000 1.1 152,000 2.6

(4) 2,196,523 0.4 930,609 0.2 1,265,914 136.0

(5) 199,698 0.0 220,960 0.0 △ 21,262 △ 9.6

Ⅱ 333,824,526 63.1 304,981,705 60.1 28,842,821 9.5

１ 7,996,522 1.5 7,996,522 1.6 0 0.0

(1) 6,671,209 1.3 6,671,209 1.3 0 0.0

(2) 1,085,139 0.2 1,085,139 0.2 0 0.0

(3) 240,174 0.0 240,174 0.0 0 0.0

２ 325,828,004 61.6 296,985,183 58.6 28,842,821 9.7

Ⅲ 58,116,727 11.0 66,656,297 13.1 △ 8,539,570 △ 12.8

１ 46,872,092 8.9 58,173,975 11.5 △ 11,301,883 △ 19.4

２ 11,122,701 2.1 7,357,789 1.5 3,764,912 51.2

３ 115,134 0.0 1,123,533 0.2 △ 1,008,399 △ 89.8

４ 6,800 0.0 1,000 0.0 5,800 580.0

528,919,220 100.0 507,218,041 100.0 21,701,179 4.3

104,010,176 19.7 112,674,110 22.2 △ 8,663,934 △ 7.7

Ⅰ 78,433,970 14.8 78,203,614 15.4 230,356 0.3

１ 77,749,912 14.7 77,668,614 15.3 81,298 0.1

２ 684,059 0.1 535,000 0.1 149,059 27.9

Ⅱ 25,576,205 4.8 34,470,496 6.8 △ 8,894,291 △ 25.8

１ 22,160,109 4.2 31,246,965 6.2 △ 9,086,856 △ 29.1

２ 2,524,657 0.5 2,588,973 0.5 △ 64,316 △ 2.5

３ 884,639 0.2 633,559 0.1 251,080 39.6

４ 6,800 0.0 1,000 0.0 5,800 580.0

424,909,044 80.3 394,543,931 77.8 30,365,113 7.7

Ⅰ 381,600,360 72.1 351,154,221 69.2 30,446,139 8.7

１ 48,923,000 9.2 47,571,968 9.4 1,351,032 2.8

２ 332,677,360 62.9 303,582,253 59.9 29,095,107 9.6

Ⅱ 43,308,684 8.2 43,389,710 8.6 △ 81,026 △ 0.2

１ 36,939,833 7.0 36,908,364 7.3 31,469 0.1

(1) 834,000 0.2 834,000 0.2 0 0.0

(2) 289,333 0.1 289,333 0.1 0 0.0

(3) 2,294,660 0.4 2,294,660 0.5 0 0.0

(4) 33,521,840 6.3 33,490,372 6.6 31,468 0.1

２ 6,368,851 1.2 6,481,346 1.3 △ 112,495 △ 1.7

(1) 0 0.0 54,032 0.0 △ 54,032 △ 100.0

(2) 3,930,000 0.7 3,830,000 0.8 100,000 2.6

(3) 2,438,851 0.5 2,597,313 0.5 △ 158,462 △ 6.1

(2,438,538) － (2,596,603) － (△158,065) (△ 6.1)

　　　3 控除対象外消費税額は，資産に計上している。

そ の 他 資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

企 業 債 減 額 差 金

資 本 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

借 入 資 本 金

未 払 金

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債

資 本 金

預 り 有 価 証 券

流 動 負 債

他 会 計 貸 付 金

自 己 資 本 金

前 受 金

投 資

預 り 金

資 本

基 金

長 期 貸 付 金

西 神 第 ２ 工 業 団 地

土 地 造 成 勘 定

完 成 土 地

有 形 固 定 資 産

土 地

資 産

固 定 資 産

返 還 土 地

未 成 土 地

保 管 有 価 証 券

電 話 加 入 権

そ の 他 投 資

出 資 金

ポ ー ト ア イ ラ ン ド

建 物

機 械 及 装 置

備 品

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

当年度未処分利益剰余金

第　８　表　　　新　都　市　整　備　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表　　

平成14年度末平成15年度末

科        目 金　　額
（Ｂ）

構成
比率

対前年度
増 減 率

備考：1 有形固定資産の減価償却累計額は32,680千円である。

    　2 土地造成勘定の中には年賦土地売却契約相当分(5,394,876千円)及び関連事業収入(104,765,620千円)がある。

（ 当 年 度 純 利 益 ）

建 設 改 良 積 立 金

未 収 金

流 動 資 産

前 払 金

減 債 積 立 金

現 金 預 金

利 益 剰 余 金

負 債

負 債 及 び 資 本

調 整 勘 定
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⑷ キャッシュ・フローの状況 

  当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第９表のとおりである。 

営業活動において，土地売却などにより，５３億６，７９３万円のキャッシュを生み出し，財務

活動において，企業債の借入れなどにより，２９６億４，７６９万円のキャッシュを調達した。一

方，投資活動において，土地造成事業の施行などに，４６３億１，７５１万円のキャッシュを使用

した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１１３億１８８万円減少し， 

４６８億７，２０９万円となっている。 

 

(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 5,367,934 9,229,469 △ 3,861,535

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 2,438,538 2,596,603

土 地 売 却 原 価 14,508,125 19,501,048

受 託 工 事 費 17,418 17,967

　減 価 償 却 費 31,979 555

未 収 金 の 増 減 △ 3,764,913 △ 3,785,406

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 1,008,399 △ 1,067,389

退 職 給 与 引 当 金 28,480 121,583

未 払 金 の 増 減 △ 9,086,856 △ 8,192,721

　そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 186,765 37,229

Ⅱ △ 46,317,514 △ 72,979,833 26,662,319

　建 設 改 良 費 △ 50,151,135 △ 77,044,480

投 資 △ 1,740,384 △ 3,783,672

財 産 収 入 172,710 1,708,175

雑 収 入 5,401,295 6,140,144

Ⅲ 29,647,696 45,049,873 △ 15,402,177

企 業 債 収 入 31,753,835 45,813,837

受 託 工 事 収 入 1,943,539 1,445,940

企 業 債 償 還 金 △ 2,804,893 △ 476,969

一 般 会 計 繰 出 金 △ 1,200,000 △ 1,700,000

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 △ 44,784 △ 32,934

Ⅳ △ 11,301,883 △ 18,700,491 7,398,608

Ⅴ 58,173,975 76,874,466 △ 18,700,491

Ⅵ 46,872,092 58,173,975 △ 11,301,883

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　　　　　雑収入については，その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれの資産の減

 　　　　 少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

平成14年度 対前年度増減

第　９　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

現 金 預 金 期 首 残 高

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成15年度
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５ ま  と  め 

 業務面では，良好な住宅用地，経済基盤の強化を図るための産業用地及び２１世紀の神戸の都市基

盤としての空港及び空港関連施設用地を供給するため，西神住宅第２団地，ポートアイランド（第２

期）及びポートアイランド沖等で１２万㎡の土地売却を行うとともに，神戸複合産業団地等で「新た

なインセンティブ策」による５万㎡の土地賃貸を行った。また，ポートアイランド沖の埋立及び連絡

橋工事，西神住宅第２団地や神戸複合産業団地等の造成を進めた。 

 経営面では，未利用地等の土地売却益の減少等により，当年度純利益は，前年度に比べ１億５千万

円減少したものの，２４億３千万円の純利益を計上し，黒字基調の経営状態を維持している。平成 

１５年度も引き続き，利益剰余金から１５億円を一般会計へ繰り出す予定であり，市財政にも貢献し

ている。 

 一方，キャッシュフローは前年度に比べ１１３億円減少し，４６８億７千万円となっている。 

 土地売却の困難な社会経済情勢の続く中にあって，住宅用地の処分に当たっては，コンペの活用，

常時募集，産業用地の処分に当たっても新たなインセンティブ策を活用して積極的に土地の処分を図

り，税源の涵養，雇用機会の拡大にも貢献している。今後とも，更に一層の営業活動の活発化，販路

拡大等により土地売却の促進に努め，市民の生活基盤の向上と経済基盤の確立に寄与されるよう希望

する。 

 

参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 25.90 26.73 28.25

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 17.44 17.93 18.90

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 27.77 28.68 31.09

(4) 流 動 比 率 227.23 193.37 188.85

(5) 現 金 預 金 比 率 183.26 168.76 180.33

(6) 負 債 比 率 462.63 457.62 429.12

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 0.47 0.53 0.45

(8) 自 己 資 本 利 益 率 2.66 2.90 2.25

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 2.79 △ 3.19 △ 17.92

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.04 0.05 0.02

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.23 0.25 0.11

(12) 企業債償還額対償還財源比率 113.53 18.37 15.35

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。

 


